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不良債権処理の状況

業務規制対象となる連結子会社の適正化
を終了

◇今般の経営統合を踏まえ、潜在的な与信リスクを排除するため一層厳格な自己査定を実施

◇あわせて、要注意先（要管理先）への引当も強化

◇業務規制上の関係会社の適性化を終了

       ・業務規制対象となる連結子会社の適正化を終了

→  当期末の連結対象子会社は、１３年３月期末比２６社減少。

◇CCPCへの貸出残高は46億円、

→  含み損全額の引当を実施、実質的な処理を終えた

・自己査定厳格化等の影響 約2,395億円

 （うち地価下落 約  200億円）

・債権売却等　　 約　 60億円

P.１

14年3月期の与信関連費用　（銀信合算、要 因 別 内 訳 ）

（単位：億円）

要　　　　　因

① 新規倒産、業況悪化等による処理 560

② 関係会社の適正化のための処理 104

③ 共同債権買取機構（CCPC)関連の損失 （２次ロス含む） 99

④ 最終処理を踏まえた幅広な追加引当等 2,455

①～④  小  計 3,218

⑤ 一般貸倒引当金繰入額 737

与信関連費用 計 3,955

金　額



償却・引当基準について

【一般貸倒引当金】

　　　正常先債権 過去の貸倒実績率に将来見込み等必要な修正を加えた予想損失率に基づき１年分の
引当金を計上。（１４年３月期 ： 0.203％）

　　　要注意先債権 要管理先債権以外の要注意先債権については、上記と同様。 （１４年３月期 ：1.750％）

要管理先債権については、過去の貸倒実績率に将来見込等必要な修正を加えた予想

損失率に基づき３年分の引当金を計上。 （１４年３月期 ： 10.582％）

※ 無担保部分ではなく、債権総額に対して引当金を計上

【一般貸倒引当金】

　　　正常先債権 過去の貸倒実績率に将来見込み等必要な修正を加えた予想損失率に基づき１年分の
引当金を計上。（１４年３月期 ： 0.203％）

　　　要注意先債権 要管理先債権以外の要注意先債権については、上記と同様。 （１４年３月期 ：1.750％）

要管理先債権については、過去の貸倒実績率に将来見込等必要な修正を加えた予想

損失率に基づき３年分の引当金を計上。 （１４年３月期 ： 10.582％）

※ 無担保部分ではなく、債権総額に対して引当金を計上

【個別貸倒引当金・直接償却】

　　　破綻懸念先債権 原則としてⅢ分類債権から、合理的に見積もられたキャッシュフローにより回収可能な
部分を除いた残額を予想損失額として引当金を計上。

上記以外のⅢ分類債権については、予想損失率（68.26％）に基づき引当金を計上。

なお、信託勘定のⅢ分類債権については、銀行勘定と同様に算定した予想損失額を
直接償却。

また、連結対象子会社については、原則として、資産分類は、実態B/Sにより清算価値
をベースとした実質債務超過額をⅢ分類とし、引当については当行と同一の会計処理
に基づく決算上の債務超過額にて行う。

　　　実質破綻／破綻先債権 Ⅳ分類、Ⅲ分類債権全額を予想損失額とし、予想損失額に相当する額を、個別債権
ごとに償却または引当金の計上を行う。

信託勘定については、予想損失額を直接償却する。

【個別貸倒引当金・直接償却】

　　　破綻懸念先債権 原則としてⅢ分類債権から、合理的に見積もられたキャッシュフローにより回収可能な
部分を除いた残額を予想損失額として引当金を計上。

上記以外のⅢ分類債権については、予想損失率（68.26％）に基づき引当金を計上。

なお、信託勘定のⅢ分類債権については、銀行勘定と同様に算定した予想損失額を
直接償却。

また、連結対象子会社については、原則として、資産分類は、実態B/Sにより清算価値
をベースとした実質債務超過額をⅢ分類とし、引当については当行と同一の会計処理
に基づく決算上の債務超過額にて行う。

　　　実質破綻／破綻先債権 Ⅳ分類、Ⅲ分類債権全額を予想損失額とし、予想損失額に相当する額を、個別債権
ごとに償却または引当金の計上を行う。

信託勘定については、予想損失額を直接償却する。
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主な連結子会社・関連会社の状況

（注） 決算期欄 ： （   ）内は中間決算または仮決算ベース （億円）

当行
主要計数

出資
決算期 総資産 資本勘定 経常利益 当期利益

証券業務 ｺｽﾓ証券（株） 有 証券業 14/3 779 335 △ 25 △ 36 当行証券業務子会社。経営効率化により14年度以降の黒字を見込む。

大和銀総合ｼｽﾃﾑ（株） 有 ｼｽﾃﾑ開発、情報処理 14/3 33 17 1 △ 0 当行ｸﾞﾙｰﾌﾟの有力なシステム開発会社。有価証券評価損計上による一過性の赤字。

当行のﾛｰﾝ推進上不可欠な子会社。

H13年3月に増資（130億円）を実施。不良債権処理終了。

大和ﾌｧｸﾀｰﾘｰｽ（株） 有 ﾘｰｽ・ﾌｧｸﾀﾘﾝｸﾞ 14/3 1,006 1 1 0 ﾘｰｽ等金融業務を担う根幹会社。

（株）大和銀ｶｰﾄﾞ 有 ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ 14/3 703 24 3 1 ｸﾞﾙｰﾌﾟ内中核、大阪府下最大のｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務会社。

抵当証券業務を行う子会社。債務超過見合額を引当済。

不良債権処理、資産圧縮を進め、赤字体質の脱却を目指す。

大和銀企業投資（株） 有 ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙ 14/3 105 10 0 0 ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙ業務を担う子会社。14年度以降も黒字を見込む。

（持 分 法 適 用 会 社 ） （億円）

当行
主要計数

出資
決算期 総資産 資本勘定 経常利益 当期利益

銀行業務 日本ﾄﾗｽﾃｨ・ｻｰﾋﾞｽ信託銀行（株）有 銀行業 14/3 9,360 507 23 13 当行と住友信託銀行の間で共同設立（12年6月）した、資産管理専門銀行

（百万ﾙﾋﾟｱ） （百万ﾙﾋﾟｱ） （百万ﾙﾋﾟｱ） （百万ﾙﾋﾟｱ）当行ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ現法。日系合弁銀行中最大の現地拠点網を活かし、ﾋﾞｼﾞﾈｽ

3,333,929 591,452 116,403 81,277 拡大を図る。

12年6月設立。主として日本ﾄﾗｽﾃｨ・ｻｰﾋﾞｽ信託銀行の資産管理業務等に

係る計算業務を受託するｼｽﾃﾑ運営・管理会社。

15 △ 9 △ 21有 信用保証 14/3 216

主要業務 グループ戦略上の位置付け及び今後の方針業務区分 会社名

△ 38△ 39△ 221有 35814/3抵当証券金融

グループ戦略上の位置付け及び今後の方針会社名

P.T. Bank Daiwa Perdania

344 3 2有 情報処理 14/3

有

金融関連業務 1

金融関連業務

主要業務

大和ﾓｰｹﾞｰｼﾞ（株）

大和ｷﾞｬﾗﾝﾃｨ（株）

業務区分

日本ﾄﾗｽﾃｨ情報ｼｽﾃﾑ（株）

13/12銀行業

P.３



要注意先債権残高の推移

銀 行 勘 定   （単 位 ：億 円 ） 信 託 勘 定   （単 位 ：億 円 ）

P.４
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要管理先の選定基準拡大と引当強化

◇ １３年９月　従来の「形式基準」に加えて「実質基準」により選定を保守的に拡大

◇ １４年３月　債務者に有利な条件変更等は原則開示とし、従来以上に幅広に選定

⇒現下の厳しい経済環境を踏まえ引当を強化（予想損失率の算定基準を保守的に変更）

【形式基準】 経営支援先や実質貸出期間に対応した金利水準による判定

【実質基準】 総合的かつ客観的に判断して、当該貸出先の経営再建または支援を図ることを目的として貸出条件
の緩和を行っている貸出金を選定

P.５

○ 一般貸倒引当金内訳 (億円)

14/3期 13/3期 増減

対象元本 繰入率 繰入額 対象元本 繰入率 繰入額 対象元本 繰入率 繰入額

正常先 63,930   0.203%    129       75,571   0.182%   137       △11,641 0.021% △8       

要注意先 15,133   1.750%    265       23,085   1.266%   292       △7,952  0.484% △27      

要管理先 9,538     10.582%   1,009     3,392     6.980%   237       6,147      3.602% 773       

計 88,601 1.584%    1,403     101,727 0.653%   666       △13,126 0.931%   737       



業種別開示債権の状況（単体） ①

 【単 体 、銀 信 合 算 】 (単位：百万円）

貸出金残高 リスク管理債権

14年3月末 14年3月末 13年3月末

1,530,944 163,017 82,590 80,426

11,803 445 122 323

3,082 0 0 -

1,716 57 0 57

3,257 1,246 1,217 28

603,977 143,239 30,509 112,730

51,654 86 58 27

338,281 28,686 14,634 14,051

1,606,274 228,252 123,149 105,103

769,587 92,659 △ 26,064 118,724

2,077,466 606,231 402,272 203,959

961,306 112,489 48,106 64,382

231,923 0 0 -

1,858,220 68,407 △ 22,841 91,249

　国　内　勘　定　合　計 10,049,496 1,444,819 653,754 791,064

　特 別 国 際 金 融 取 引 勘 定 39,146 6,575 3,754 2,821

　合　　　計 10,088,643 1,451,395 657,508 793,886

（注）信託勘定は、貸出金残高は「全信託」、リスク管理債権は「元本補てん契約のある信託」で計上

　地　方　公　共　団　体

　そ　の　他

　金融・保険業

　不　動　産　業

　サ　ー　ビ　ス　業

13年3月末比

　電気・ガス・熱供給・水道業

　運輸・通信業

　卸売・小売業、飲食店

　製　造　業

　農　　　業

　林　　　業

　漁　　　業

　鉱　　　業

　建　設　業

P.６



業種別開示債権の状況（単体） ②

P.７

（単位：百万円）

3ヵ月以上 貸出条件

延滞先 緩和先

卸・小売 13年3月末 1,768,461 105,103 1,424 50,609 35,257 17,812

飲食 14年3月末 1,606,274 228,252 1,239 137,818 68,780 20,413

増減 ▲ 162,187 123,149 ▲ 185 87,209 33,523 2,601

建設 13年3月末 673,705 112,730 1,823 84,690 15,995 10,220

14年3月末 603,977 143,239 782 95,142 39,911 7,404

増減 ▲ 69,728 30,509 ▲ 1,041 10,452 23,916 ▲ 2,816

不動産 13年3月末 2,123,751 203,959 6,179 41,773 144,209 11,797

14年3月末 2,077,466 606,231 2,246 218,228 383,037 2,719

増減 ▲ 46,285 402,272 ▲ 3,933 176,455 238,828 ▲ 9,078

金融・保険 13年3月末 875,108 118,724 875 2,479 103,469 11,901

14年3月末 769,587 92,659 0 1,569 88,246 2,842

増減 ▲ 105,521 ▲ 26,064 ▲ 875 ▲ 910 ▲ 15,223 ▲ 9,059

※ 総貸出残高は銀行・全信託合算

延滞先 破綻先
総貸出残高

リスク管理債権

計



金融再生法基準による開示債権の推移（銀信合算）

◇ 危険債権（単体）は１３年３月末比3,386億円増加
     →赤字解消見込や債務返済余力を一層厳格に
　　    査定、債務者区分を見直したもの

◇要管理債権（単体）は１３年３月比3､090億円増加
     →債務者に有利な条件変更等は原則開示とし、
　　　　従来以上に幅広に選定

P.８

【単 体 ・部 分 直 接 償 却 実 施 後 】 （単位：億円）

13年3月末 14年3月末

保全状況 13/3末比

保全率 引当・担保等 (うち引当金) 保全率 増減

開示債権合計 8,137 73.54% 14,922 11,558 3,574 77.46% 6,784

破産更生債権 1,742 100.00% 2,050 2,050 439 100.00% 307

危険債権 3,521 89.33% 6,907 5,976 2,106 86.52% 3,386

要管理債権 2,873 38.16% 5,963 3,531 1,027 59.21% 3,090

正常債権 107,717 *** 92,718 *** 464 *** △ 14,998

合計 115,855 *** 107,641 *** 4,038 *** △ 8,214

部分直接償却実施前 11,140 80.67% 17,715 14,352 6,367 81.01% 6,575

【連 結 ・部 分 直 接 償 却 実 施 後 】 （単位：億円）

13年3月末 14年3月末

13/3末比 単体との

増減 差額

開示債権合計 6,739 15,200 8,462 279

破産更生債権 2,031 1,937 △ 94 △ 113

危険債権 1,925 7,193 5,268 286

要管理債権 2,783 6,069 3,286 106

正常債権 105,195 91,081 △ 14,114 △ 1,638

合計 111,934 106,281 △ 5,652 △ 1,359

連結貸倒引当金 1,940 4,209 2,270

部分直接償却前 6,710 7,126 416

引当率 28.77% 27.68% -1.09%

部分直接償却前 58.29% 39.33% -18.96%



リスク管理債権および引当率の推移（銀信合算）

◇ 部分直償後のリスク管理債権（単体）は、１兆４，５１３億円と１３年３月末比６，５７５億円増加
　　　　　　　　→今般の経営統合を踏まえ、一層厳格な自己査定を実施し、抜本的な処理を進めた

◇ 延滞債権は、１３年３月末比３，７４８億円の増加
　　　　　　　  →要注意先の赤字解消見込や債務返済余力を一層厳格に査定

◇ 貸出条件緩和債権は、１３年３月末比３，２１９億円の増加
　　　　　　　  →債務者に有利な条件変更等は原則開示とするなど、従来以上に幅広に選定

（単位：億円）

　１３年３月末 １４年３月末 
　単体ベース 単体ベース 連結ベース

部分直償前 部分直償後 部分直償前 部分直償後 部分直償前 部分直償後

13/3末比増減 単体との差額 単体との差額

リスク管理債権 合計 (A) 10,941 7,938 17,307 14,513 6,575 17,452 145 14,535 21
破綻先債権 2,660 977 2,334 712 ▲ 264 2,436 101 728 15
延滞債権 5,407 4,088 9,008 7,837 3,748 8,947 ▲ 61 7,737 ▲ 99

3ヵ月以上延滞債権 218 218 90 90 ▲ 128 104 14 104 14
小計 (B) 8,287 5,284 11,433 8,640 3,355 11,487 54 8,570 ▲ 69

貸出金比率 7.51% 4.92% 11.06% 8.59% 3.67% 11.10% 0.04% 8.52% ▲0.07%
貸出条件緩和債権 2,654 2,654 5,873 5,873 3,219 5,964 91 5,964 91

貸出金比率 2.41% 2.47% 5.68% 5.84% 3.37% 5.76% 0.08% 5.93% 0.09%

引当金 合計 (ｲ) 5,393 2,390 6,779 3,986 1,595 7,126 346 4,209 222

貸倒引当金 (ﾛ) 5,130 2,127 6,766 3,972 1,845 7,112 346 4,195 222
一般貸倒引当金 666 666 1,403 1,403 737 1,464 60 1,464 60
個別貸倒引当金 4,442 1,440 5,342 2,549 1,109 5,636 293 2,718 169
特定海外債権引当勘定 21 21 19 19 ▲ 1 12 ▲ 7 12 ▲ 7

特定債務者支援引当金 (ﾊ) 246 246 - - - - - - -
(信)償却債権準備金 (ﾆ) 16 16 13 13 ▲ 2 13 0 13 0

引当率 ①

{(ﾛ)+(ﾆ)} / (B) 62.10% 40.57% 59.29% 46.14% 5.57% 62.03% 2.74% 49.11% 2.97%
引当率 ②

(ｲ) / (A) 49.29% 30.11% 39.16% 27.47% ▲2.65% 40.82% 1.66% 28.95% 1.48%

P.９



不良債権のオフバランス化の実績

P.１０

(１)１２年度上期以前分 　

①破綻懸念先以下（金融再生法基準）の債権残高 （単位：億円）

増    減

破産更生等債権 1,665 1,525 1,084 1,154 69

危険債権 5,361 3,072 2,119 1,236 △ 883
合計 7,026 4,598 3,204 2,390 △ 814
  Ａ Ｂ
②オフバランス化の実績 （単位：億円）

１３年度下期

清算型処理（△） 335
再建型処理（△） 47

再建型処理に伴う業況改善（△） 2

債権流動化（△） 472
直接償却（△） △ 220

その他（△） 177
回収・返済等（△） 140

業況改善（△） 36

合計 814 （B）

１３年度上期末 １３年度下期末１２年度上期末 １２年度下期末

（２）１２年度下期発生分

①破綻懸念先以下（金融再生法基準）の債権残高 （単位：億円）

増    減

破産更生等債権 217 142 177 35

危険債権 448 307 124 △ 182

合計 665 449 302 △ 147

　 Ｃ Ｄ

②オフバランス化の実績 （単位：億円）

１３年度下期

清算型処理（△） 1

再建型処理（△） 325

再建型処理に伴う業況改善（△） 0

債権流動化（△） 12

直接償却（△） △ 243

その他（△） 51

回収・返済等（△） 45

　 業況改善（△） 5

合計 147 （D）

１２年度下期末 １３年度上期末 １３年度下期末

（４）１３年度下期発生分

破綻懸念先以下（金融再生法基準）の債権残高

（単位：億円）

１３年度下期末

破産更生等債権 569

危険債権 5,318

合計 5,888 Ｇ
　

＜御参考＞１３年度下期末の破綻懸念先以下の債権残高

（単位：億円）

１３年度下期末残高

破産更生等債権 2,050

危険債権 6,907

合計 8,958 Ａ＋Ｃ＋Ｅ＋Ｇ （Ｈ）

（３）１３年度上期発生分

①破綻懸念先以下（金融再生法基準）の債権残高 （単位：億円）

増    減

破産更生等債権 244 149 △ 95
危険債権 491 228 △ 263

合計 736 377 △ 359

　 Ｅ Ｆ

②オフバランス化の実績 （単位：億円）

１３年度下期
清算型処理（△） 0

再建型処理（△） 2
再建型処理に伴う業況改善（△） 0

債権流動化（△） 7

直接償却（△） 128

その他（△） 221

回収・返済等（△） 183

業況改善（△） 37

合計 359 （Ｆ）

１３年度上期末 １３年度下期末



本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。

こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包する
ものです。

将来の業績は、経営環境の変化等により、目標（計画）対比異なる可能性があるこ
とにご留意下さい。

【本資料に関するお問合せ先】

    大和銀ホールディングス　広 報 部

本 　　  社： ０６－６２６８－７４４４

東 京 支 社 ： ０３－５２２３－５２７４


